
地域防災計画の修正
Q実行計画のスケジュールはどうなって
いるのか。他都市と共同して対策に当た
るべき事業として想定される内容は。
A計画の修正は２段階に分けて実施す
る。25年度上半期を目途に公表予定の第
２期修正は、地震被害想定調査の見直し
結果を踏まえ、備蓄計画や地震防災戦略
などの各種防災計画の修正も反映した
い。他都市と共同で対策に当たる事業は
九都県市首脳会議で提案した石油コンビ
ナートの防災対策や第１期修正項目の帰
宅困難者対策などを考えている。

児童虐待死亡事例検証報告書
Q市児童福祉審議会から提出された報告
書の内容と今後の市の取り組みは。
A組織体制、組織的対応・アセスメント
(評価)、ケース記録、関係機関との連携
などの課題があるとの指摘と、再発防止
に向け、児童虐待に係る全市的なコンセ

プト(概念)の策定、児童虐待対応に係る
組織体制強化、保護者への適切な対応、
関係機関の連携強化などの提言をいただ
いている。今後、提言を受け関係部局で
検証、検討を進めていく。

ミューザ川崎シンフォニーホール
復旧工事
Q現状に対する率直な見解は。また補償
の範囲など法的措置についての見解は。
A被害調査の最終報告書の内容を踏まえ、
現在、耐震安全性を確保した新しい天井
の施工が行われており、25年４月１日の
リニューアルオープン後には、安全なホ
ールになると考えている。損害賠償請求
の相手方は、一義的には譲渡人である
(独)都市再生機構となるが、賠償責任の
内容精査や損害賠償請求額の算定を行う

中、相手方の選定を専門家と相談してお
り、補償の範囲などを検討している。

朝鮮学校への補助金の支出
Q24年度の支出に対しての考えは。これ
まで毎年公金が投入されているが、これ
は教育内容に問題はないということか。
A補助金の支出は、引き続き申請内容の
厳正な審査を行った上で慎重に判断をし
ていく。補助内容は学校の教育の維持と
向上を図り、児童などの健全な育成に寄
与するものであったと認識している。

(財)消防防災指導公社の資金運用
Q保有する仕組債(★１)が23年度末で約
１億6,000万円の評価損とのことだが、
資金運用の判断の決定過程は。
A当時は証券会社から提示された債券に
ついて検討を行い、妥当と判断したもの
を購入した。現在は、公社資金運用管理
規程に基づき、複数の金融機関から提案
された金融商品に係る約款や詳細な条件
などの説明を聞き、資金運用の原則であ
る安全性、流動性の確保と効率性の追求
の観点から購入を判断をしている。

生活保護
Q受給者に対する就労などの支援につい
て市の取り組みと実績は。また不正受給
者に対する訴訟を含めた具体的な対応は。
A17年度から各福祉事務所に１～２名
の自立生活支援相談員を配置し、自立支
援プログラムを活用している。23年度は、
対象者1,086名のうち538名が就労を開始
し、98名が就労自立により生活保護廃止と
なり、約１億8,000万円の保護費削減に
つながった。不正受給者に対する取り組
みは、生活保護受給世帯向けリーフレッ
ト配付と、24年度中に統一的なマニュ
アルを作成し、福祉事務所で活用する。訴

訟については、告発に関する検討基準を
定めているが、国の動向に応じて、24年
度より配置した警察官OBの非常勤職員も
活用し適切に対応していく。

川崎縦貫高速鉄道整備事業
Q総合都市交通計画中間報告並びに新技
術による縦貫鉄道整備推進検討委員会に
よる提言を受けての所見と事業許可取得
の考え方は。
A当事業は事業性、整備意義などがある
ことが確認されたが、総事業費の削減率
は、新技術の導入を前提とし、最善の条
件を満たしたケースにおいて26％という
検討結果だった。収支採算性などが整理
された意義は大きく、今後の検討に役立
つと考える。また蓄電池などの新技術の
導入が有意義との提言内容を市総合都市
交通計画検討委員会に説明し、縦貫鉄道
の今後の方向づけを検討するとともに、
国との協議調整を進めていきたい。

NPOの基準に関する
新たな条例の制定
Q条例の基本的な考え方と、市管轄内の
法人数および応募想定数は。
A複雑化・多様化した地域課題の解決や
豊かな地域社会づくりにその機動力を生
かしてきめ細かく対応している、地域に
根差した活動を行うNPO法人を幅広く
指定の対象としたい。市が所轄する市内
のみに事業所がある法人数は、24年５月
末現在320法人であり、応募法人の数は、
市内で活動する法人のうち、２割程度を
想定している。

このほか、区の周年記念事業、電力料金
の値上げなどについて質問がありました。

資産マネジメントプラン
Q23年２月発表のプランで施設の再編に
よる資産保有の最適化や予防保全型の維
持補修による長寿命化などの取り組みが
開始されたが、施設の経年劣化などを踏
まえた保全計画の早期策定への見解は。
A施設長寿命化の取り組みは、既に計画
を策定し工事を進めている市営住宅や橋
などのほか、学校・道路・公園・河川施
設などの主要施設についても早期に計画
を策定し、着実に推進していく。

学校の防災機能の強化
Q非構造部材(★２)の耐震化への取り組
みは。また受水槽の耐震化対策は。
A23年度はモデル的に14校で実態調査
を行い、24年度は残りの158校で耐震化
の状況を把握する予定である。改修方法
などは国の調査結果も踏まえ検討したい。
受水槽は毎年２～３校ずつ、２基から５
基程度を繊維強化プラスチック製やステ
ンレス製に改修している。

待機児童ゼロに向けた取り組み
Q市の24年４月の保育所待機児童数は
615人と県内最多の見通しだが対応は。
A第２期保育基本計画では、25年度に向
け新たに21カ所の認可保育所を整備する
ことで1,465人の定員枠の拡大を図り、
今後２年間では2,700人以上の定員枠拡
大を予定している。また、より多くの待
機児童の受け入れを可能とし、多様化す
る保育ニーズに的確に対応できるよう、
認可外保育事業の再構築を検討しており、
基本方針を24年の秋頃に策定する。

小中連携教育の取り組み
Q福岡市では９年間を４、３、２年に分
け、不登校生徒が30％減少する成果が出
た。小学校高学年と中１を一緒にした効
果が大きいようだが、市の取り組みは。
A現在、小学校高学年から不登校やその
傾向のある児童の学習や生活状況、家庭
環境を含めた不登校の背景などを把握し、
一人一人に適した指導や支援に努めてい
る。また小・中学校の教員間で情報共有
や意見交換を行い、中学校入学後も継続
して不登校状態の改善、不登校の未然防
止や早期発見・早期対応への取り組みを
進めている。今後も小中連携教育を生か
し、不登校対策への支援強化に努める。

通学路の安全対策
Q24年６月に市通学路安全対策会議で
通学路状況調査の概要説明を行ったとの
ことだが、改善に向けた早急な具体策は。
A現在、状況調査を踏まえ教育委員会や
各警察署などが現地を確認し、改善の方
向性を検討して順次対応している。今後、
24年11月までに２回、関係局・関係機
関で部会を開催して区ごとに危険箇所の
改善状況を確認し、情報の共有化を図る。

これらを通じ、危険度・緊急性などを考
慮して安全対策を講じつつ、地域交通安
全員、PTAや地域の方々のボランティ
アによる見守り活動の強化を図っていく。

中小企業支援
Q市産業振興財団による市内中堅中小企
業経営実態調査で、企業が抱える経営課
題のトップが｢受注確保や販路開拓｣とな
ったが、市の取り組みと成果は。
A市内中小企業の受注機会の創出を図る
ため受発注商談会を実施しており、23年
度は発注企業50社、受注企業307社が参
加し多くの商談が生まれた。24年度は９
月に開催予定である。また22年度から川
崎ものづくりブランド認定企業などを対
象に、展示会などの出展料の一部補助な
どで販路拡大を支援している。

若年層の雇用対策
Q新卒未就職者などを対象に、正社員で
の就職を目指す｢かわさき就職チャレン
ジ事業｣を23年度から実施しているが状
況は。また高卒予定者向け企業合同就職
説明会の実績と24年度の予定は。
Aチャレンジ事業は23年度に参加者135
名中106名が就職に結びついた。24年度
は第１期生と第２期生を合わせて計120
名が参加予定である。高卒予定者向け企
業合同就職説明会はハローワークとの共
同開催で、23年度は７月と10月に計58
社の企業が出展し、160名の高校生が参
加した。企業による採用選考開始後の10
月には、90名中９名が内定に結びついた。
24年度にも２回の開催を予定している。

このほか、財政、大都市制度、再生可能
エネルギーの推進、児童虐待防止対策、
宇宙教育、学校の動物飼育、高齢者事業
などについての質問がありました。

6月14、15日の本会議では、市長から提出された議案や
市政の重要な事項について代表質問を行いました。
その主な質問と答弁の要旨は次のとおりです。

★1 仕組債
証券化、株取引などの高度な金融技
術の仕組みが施されている債権で、
投資家、企業、団体の資産運用にも
利用されています。

★2 非構造部材
天井材、内装材、照明器具、窓ガラ
ス、書棚などを指します。

★3 特別自治市
市長が目指す｢新たな大都市制度｣で
す。政令市を県から独立させ二重行政
の無駄を解消し、自主的・自立的な行
財政運営を行うものです。市長は制度
の創設が実現するよう、国に提案する
など働きかけています。

★4 ICTリテラシー
情報通信技術(Information and 
Communication Technology)を十
分に使いこなせる能力のことです。

★5 ＰＤＣＡサイクル
品質改善や業務改善活動などで広く
活用されているマネジメント手法で
す。計画(Plan)→実行(Do)→検証
(Check)→改善(Action)の流れを次
の計画に活かしていくプロセスのこ
とです。
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代表質問
■防災対策
Q高津区内の公共交通機関、学校、民間
企業などによるネットワーク会議を全市
の取り組みにできないか。
A現在、各区で区別防災計画の見直しの
取り組みと区内の防災関係機関などと防
災に関する協議会設立を目指している。

■資産マネジメント
Q市営住宅、学校施設以外の67公共施
設の長寿命化への取り組みは。
A67施設のうち、特に優先度が高いとど
ろきアリーナなどの大型施設は、24年度
から空調設備などの工事に着手する。

■川崎縦貫高速鉄道整備基金
Q基金の一括償還など事業会計の閉鎖も
含め会計のあり方を検討する考えは。
A総合都市交通計画の中で中長期的な位
置づけと考え、会計閉鎖の可能性は、今
後の検討課題と受けとめている。

■JR南武線の輸送力向上
Q南武線への新型車両の導入に向けて、
JRとの協議経過と導入の目途は。
A幅広車両の導入は毎年要望し、混雑緩
和策の推進を依頼している。運輸政策審
議会答申でも必要性が認識されており、
早期導入に向けて働きかけていく。

■JR鹿島田駅西部地区の再開発
Q鹿島田駅の新しいデッキ建設に14億円
を費やすより、歩道を整備すべきでは。
A歩行者専用空間を立体的に整備するこ
とで、交差点の混雑が緩和される。エレ
ベーターはJRの始終電に配慮した運行
について民間事業者と協議を進めている。

■幸区役所の改築
Q区役所の改築計画で環境に配慮した施
策を進めるべきだが対応は。
A21年度に定めた幸区役所庁舎整備基本
方針に基づき、自然エネルギーの積極的
な活用などを予定している。

■上丸子こ線橋の拡張工事
Q歩道の幅員が１ｍ程度の所があり、朝
のラッシュ時は大変危険だが対策は。
A川崎側の歩道や電柱に歩行者優先の表
示を計６カ所に設置した。自転車利用者
へは引き続き注意喚起を行っていく。

■震災啓発の取り組み
QDIG訓練(★12）の有効性への見解
は。また関係局と区との連携、調整、協
力を行ってはどうか。
ADIG訓練の市内各地域での実施は望
ましいため、区と調整し、他区の開催事
例情報など必要に応じ支援を行う。

 

■学校のマンホールトイレの整備
Q避難所に指定されている既存の小・中
学校のトイレはいつ整備されるのか。
A学校施設の長期保全計画の策定作業と
併せ、早急に関係局で協議していきたい。

■川崎社会保険病院の施設運営
Q病院や併設の介護老人保健施設で受け
入れてもらえない問題がある。施設の都
合で入所者数を減少させる場合、事前に
市へ届け出をさせるなどの対応をしては。
A適切な施設運営をRFO(★13)を通じ
て要請しつつ、新たな経営主体の法人に
対しても円滑な引き継ぎを要請していく。

■市営住宅の家具の転倒防止対策
Q家具の転倒防止器具の設置など具体的
な対策が必要だが、取り組みは。
A設置場所や費用に応じた取り付け方法
は住宅供給公社で相談を受け、情報提供
をする。自身での取り付けが困難な方に
は家具転倒防止事業も案内していきたい。

■井田病院の患者サービス向上
Q視覚・聴覚障害者への環境整備のため､
順番を待つ患者に携帯用バイブなどの貸
し出しを検討すべきでは。
A耳マークなどの援助表示や携帯用バイ
ブの導入なども含め取り組んでいきたい。

■認可外保育事業への保育料の軽減
Q認可外保育施設に通う児童の保護者に
対し、一定額の軽減措置を導入しては。
A24年秋頃を目途に認可外保育事業の再
構築の基本方針の策定を進めており、利
用者負担の軽減も検討事項としている。

■東急鷺沼駅前の交通環境整備
Q渋滞の解消や新規のバス停の設置など
の交通環境改善には駅前広場を中心とし
た基盤再整備が必要と考えるが、見解は。
A都市基盤の再編の方向性を検討する必
要性を認識しているため、地権者や関係
機関との協議・調整を進めていきたい。

■臨港中学校前車道の交通安全対策
Q大型ダンプが往来するようになり、関
係町会から臨港警察署に対して通行規制
の要望を出したが、その後の進捗状況は。
A大型貨物自動車の進入を禁止するため
の交通規制をかけるよう県公安委員会に
上申済みとのことで、24年中には規制を
実施すると伺っている。

■川崎社会保険病院の民間売却問題
Q今後、仮に落札者が譲渡条件の変更を
求めた場合、市長は承認するのか。
A地域医療の確保の観点から、その妥当
性について慎重に判断していく。

■日中友好交流の推進
Q民間レベルの友好交流を強化しては。
A環境や経済分野などで交流を進めてい
るが、文化・スポーツ分野などの交流も
意義があるため、市民の活動が積み重ね
られるよう期待していきたい。

■国際戦略総合特区
Q新百合ヶ丘総合病院と東北復興特区と
の連携によるライフサイエンス分野の国
際的な研究開発に向けた展開は。
A世界最先端の医療技術につながる可能
性もあり、ネットワークを生かし新たな
産業創出に向けた取り組みを進めたい。

■京急大師線連続立体交差事業
Q (仮称)宮前駅など当面、着工の目途の
立たない計画は見直すべきでは。
A多くの事業費と長期の期間が必要だが、
渋滞の緩和や踏切事故の解消などの改善
が期待できるため、引き続き進めたい。

■JR川崎駅東口駅前整備
Q空島側(東京側)の乱横断の対策は。
A車道を横断する状況が見られたため、
バス島側に横断防止柵を設置し、朝のバ
ス利用者の乗降時に、バス事業者が開閉
式の柵を開き乗降させる対策の協議が調
った。今後は24年中に柵を設置していく。

■川崎市中小企業融資制度
Q取り下げ317件のうち、計画変更や書
類不備などが62％だが救済への対策は。
A (財)川崎産業振興財団の中小企業診断
士の無料派遣による支援のほか、企業訪
問時に金融機関にも同行を呼びかけ、融
資につなげる働きかけをしている。

■保育施策の現状とさらなる拡充
Q24年４月の待機児童は615人だが不承
諾者向けのフォローを丁寧に行っては。
A状況に応じた支援は大切なため、相談
体制の現状を踏まえて相談・コーディネ
ート機能の充実の検討を進めていきたい。

P6

P7

議長・副議長の
主な出席行事
（24年 4月～ 7月）

8日㈰

28日㈯

20日㈰

24日㈭

25日㈮

1日㈮

23日㈯

1日㈰

10日㈫

生田緑地ビジターセンター
開館式典
かわさき宙と緑の科学館開
館記念式典

第12回川崎市障害者スポー
ツ大会「陸上競技大会」開会式
川崎人権擁護委員協議会定
時総会
第64回川崎市民生委員児童
委員大会

平成24年度川崎市環境功労
者表彰式
（公財）川崎市スポーツ協会
表彰式

平成24年度川崎市身体障害
者福祉大会
第52回川崎市全町内会連合
会定期総会

●24年4月

●24年5月

●24年6月

●24年7月

このほか、各種行事に出席しています。

★9 かわさき若者サポートステーション
若者とパーソナルアドバイザーがプロ
グラムを立て「職業的自立」をするため
の総合相談窓口です。

★10 コンペティション
競争・競技会の意味です。略して「コン
ペ」ともいいます。 

★11 ＭＣＡ無線機
一定数の周波数を多数の利用者が共
同で利用するデジタル方式を採用した
業務用無線システムです。同じ識別符
号を持ったグループ単位ごとに無線通
話を行うことができ、他のグループとは
通話できないようになっています。

★12 ＤＩＧ訓練
災害(Disaster)－想像(Imagination)
－ゲーム(Game)の頭文字をとって名
付けられた、災害図上訓練の一種です。

★13 ＲＦＯ
厚生労働省所管の独立行政法人年
金・健康保険福祉施設整理機構
(Readjustment of Facilities for 
insured persons and beneficiaries 
Organization)のことで、年金の保険
料などを財源に設置した社会保険病院
などの譲渡・売却 を行っています。

次の定例会は９月３日から開かれ、
主に平成２３年度決算などを審議
する予定です。詳細はホームペー
ジをご覧ください。

お知らせ

そら

幸区役所の完成イメージ図

認可外保育施設の情報が掲載されている
｢かわさきし子育て応援ナビ｣
(http://www.city.kawasaki.jp/25/25kososi/
home/kosodatenavi/index.html)
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夏休みこども議場見学会の様子
大島　明議長（左）・ 岩崎 善幸副議長（右）

暫定的な横断防止対策

川崎側歩道に設置されている歩行者優先の表示

中原区
 ま つ  か わ       し ょ う   じ     ろ う 

松川  正二郎
（みんなの党）

川崎区
 し ま   ざ き        よ し     お 

嶋崎  嘉夫
（自民党）

宮前区
 や ま    だ           は る  ひ こ 

山田  晴彦
（公明党）

宮前区
   お     だ           か つ  ひ さ  

織田  勝久
（民主党）

高津区
 い わ  く ま           ち    ひ ろ

岩隈  千尋
（民主党）

幸区
 ち く    ま           こ う   い ち

竹間  幸一
（共産党）

高津区
   ご    と  う       し ょ う い ち

後藤  晶一
（公明党）

川崎区 
   さ     の           よ し   あ き

佐野  仁昭
（共産党）

多摩区
 す が  わ ら       すすむ 

菅原  進
（公明党）

川崎区
 い い  づ か         ま さ  よ し 

飯塚  正良
（民主党）

中原区
ひがし        ま さ  の り  

東  正則 
（民主党）


